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はじめに
中日関係は現在，「政冷経熱」（政治関係は冷え込むが，経済関係は熱い）の状態にある。中日間で
政治関係を改善するための糸口がいまだ見えていない中で，経済関係はさらに過熱の様相を呈してい
る。２００５年には，日本の対中直接投資が前年比１９．８％増の６５億３０００万ドル（実行金額・受け入れベー
ス）になり３年連続で過去最高額を更新し，また，対中貿易額も前年比１２．４％増の２４兆９４９１億円に達
して，中国は２年連続でアメリカを抜いて，日本にとっての最大の貿易相手国となった。中日経済の
依存関係の安定的かつ持続的な発展は両国間の経済利益はもとより，政治関係の改善にも寄与するに
違いない。上述の問題意識を持ちつつ，本稿では，中国と日本の経済構造および両国の相互依存関係
の特徴，そして近年（１９９０－２０００年，以下同じ）における変化を明らかにする。この分析作業は
１９９０－１９９５－２０００年接続中日国際産業連関表（以下，接続中日表）によるものとする１。同接続中日
表は多岐にわたる統計情報を利用して推計，作成されたものであり，中日経済の産業連関分析を通じ
てこのデータベースは実証分析に耐えられるか否かをテストするのが本稿のもう一つの目的である。
以下，まず，中日の経済構造の特徴を比較し（第１節），次いで中日経済の分業構造を明らかにす
る（第２節）。その上で中日経済における相互波及・誘発効果を分析して（第３節），最後に本稿の結
果をまとめる。
１ 中日の経済構造の比較
１－１ 経済の規模と成長
２０００年における国内生産額は，中国の３兆１１１１億ドルに対し，日本は８兆８９７５億ドルで，中国の
２．９倍の経済規模である（図表１）。中日の経済規模の格差は，１９９０年（中国１兆２１６４億ドル，日本７
兆８１５７億ドル）の６．４倍に比して，著しく縮小した。GDPに相当する付加価値額で見ると，２０００年の
中国は１兆１１５５億ドル，日本は４兆８２０３億ドルで，日本は中国の４．３倍であるが，これも１９９０年（中
＊ 本稿は，学術振興会科学研究費補助金（平成１７年度，基盤研究（C），課題番号１７５３０１７９）および岡山大学特別配分
経費（平成１７年度）による研究の一部である。
１ 滕鑑・房文慧「中日国際産業連関表についての研究－２０００年表の推計と１９９０－１９９５－２０００年接続表の作成」『経済統
計研究』（経済産業統計協会）第３３巻Ⅳ号，２００６年３月。
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図表１ １９９０－１９９５－２０００年接続中日国際産業連関表（１部門表・実質額）
単位：億ドル（２０００年価格）
中間需要 最終需要 輸出
（外生地域）
誤差 国内生産
中国 日本 中国 日本
１９９０年
中国 ６６５３ １６５ ４８３３ ５０ ５３３ －６７ １２１６８
日本 ５１ ３４１９０ ３２ ３９９６２ ３９３３ －１１ ７８１５７
国際運賃と保険 ２ ６ １ ２
その他世界（外生地域） ２３４ ２２３０ １１３ １００９
関税と輸入品商品税 １３ １７１ ６ ８６
中間投入 ６９５３ ３６７６１ ４９８５ ４１１０９
付加価値 ５２１４ ４１３９６
国内生産 １２１６８ ７８１５７
１９９５年
中国 １０４７２ １５４ ７０２４ １６０ １４１４ －３１ １９１９２
日本 １４２ ３５８９４ ７９ ４２４８０ ３８１７ －６９ ８２３４２
国際運賃と保険 ３５ ４４ １１ １３
その他世界（外生地域） ９８９ ２５５８ ４２０ １２０１
関税と輸入品商品税 ２８ １６４ ７ ０
中間投入 １１６６５ ３８８１４ ７５４２ ４３８５４
付加価値 ７５２７ ４３５２９
国内生産額 １９１９２ ８２３４２
２０００年
中国 １８２１０ ２０７ ９９９８ ２９１ ２３７４ ３１ ３１１１１
日本 ２０８ ３７６５９ ８４ ４５９８２ ４９３２ １１０ ８８９７５
国際運賃と保険 ３３８ ３０１ １０５ １３９
その他世界（外生地域） １１２９ ２２９８ ４９５ １４８３
関税と輸入品商品税 ７１ ３０７ １８ ０
中間投入 １９９５６ ４０７７２ １０７００ ４７８９４
付加価値 １１１５５ ４８２０３
国内生産 ３１１１１ ８８９７５
国５２１４億ドル，日本４兆１３９６億ドル）の７．９倍から大幅に縮小した。この１０年間における中日間の経
済規模の縮小は，中国の１９９２年以降の改革開放加速に伴う高度成長期と日本の１９９０年バブル崩壊後の
「失われた１０年」とまで言われた長期低迷期とが重なり，中日間で経済成長の格差が生じたことがそ
の要因である。両国の国内生産額の成長を見ると，１９９０年から２０００年までの間で，中国は２．６倍，日
本は１．１倍で，中国の伸びが顕著である。付加価値も同期間において中国の２．１倍と日本の１．２倍との
成長格差がある。
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図表３ 三次産業の構成比率
１－２ 産業構造
国内生産額を三次産業別に分類して，各産業の構成を見ると，２０００年の場合，中国の第一次産業，
第二次産業，第三次産業はそれぞれ１０．３％，６２．６％，２２．６％で，第二次産業を中心とする産業構造と
なっている。これに対し，日本の第一次産業，第二次産業，第三次産業は，それぞれ１．４％，４４．０％，５４．６％
で，第三次産業を中心とするのが特徴である（図表３）。時系列に見ると，１９９０年から２０００年までの
間で，中国では第一次産業と第三次産業が低下し，第二次産業が上昇して，国内生産の比重が第二次
産業へ移行し続けている。他方，同期間における日本は第一次産業と第二次産業が低下し，第三次産
業が上昇しており，経済のサービス化が進行中である。
また，この１０年間における産業構造の変化は産業の成長率で裏付けられる。１９９０年から２０００年まで
の中日両国の国内生産額を見ると，中国の第二次産業は２．８倍に，日本の第三次産業は１．３倍にそれぞ
れ伸びて，しかもその伸びはいずれも自国産業全体の成長を上回り，付加価値額も同様な成長ぶりを
示している（図表２）。以上のことから中国の第二次産業および日本の第三次産業は各国経済のそれ
ぞれのリーディング産業となっていると言える。
１－３ 中間投入・付加価値
中日両国の産業全体の中間投入率（国内生産額に対する財・サービスの投入額の比率）を見る
と，２０００年に中国は６４．１％，日本が４５．８％で中国は日本より１８ポイントも高い（図表４）。これを時
系列で見ると，１９９０年から２０００年までの間に中国は７ポイント近く上昇したのに対して，日本は逆に
１ポイント低下した。中間投入をさらに自国品（財・サービス，以下同じ）と輸入品とに分けて見る
と，自国品の投入率は，２０００年に中国で５８．５％，日本で４２．３％となり，輸入品の投入率は，中国で
５．６％，日本で３．５％となっている。２０００年における中国の自国品と輸入品の投入率を１９９０年と比較す
ると，１９９０年代前半での世界の対中直接投資ブームを背景に，中国進出外資企業の輸入原材料の急増
（図表５）のため，輸入品投入率は１９９０年の２．５％から１９９５年の６．２％へと急速に拡大したが，１９９０年
代後半における自国品の投入率は１９９５年の５４．６％から２０００年の５８．５％に上昇した。つまり，１９９０年代
滕 鑑２１２
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図表４ 中間投入率・付加価値率
単位：％
１９９０年 １９９５年 ２０００年
中国 日本 中国 日本 中国 日本
中 国 ５４．６８ ０．２１ ５４．５６ ０．１９ ５８．５３ ０．２３
日 本 ０．４２ ４３．７４ ０．７４ ４３．５９ ０．６７ ４２．３３
国際運賃と保険 ０．０１ ０．０１ ０．１８ ０．０５ １．０９ ０．３４
その他世界（外生地域） １．９３ ２．８５ ５．１５ ３．１１ ３．６３ ２．５８
関税と輸入品商品税 ０．１１ ０．２２ ０．１５ ０．２０ ０．２３ ０．３５
輸入小計 ２．４７ ３．２９ ６．２２ ３．５５ ５．６１ ３．５０
中間投入 ５７．１５ ４７．０４ ６０．７８ ４７．１４ ６４．１４ ４５．８２
付加価値 ４２．８５ ５２．９６ ３９．２２ ５２．８６ ３５．８６ ５４．１８
国内生産 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００
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図表５ 世界の対中直接投資と外資企業の輸入の伸び
資料：中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成。
中国の中間投入率の上昇は９０年代前半における輸入品投入率の上昇と９０年代後半における国産品投入
率の上昇によるものと見られる。
国内生産額を基準として，そこから中間投入率を引けば付加価値率となる。２０００年における産業全
体の付加価値率を見ると，中国は３５．９％，日本は５４．２％で日本の方が高い。時系列に見ると，中国は
１９９０年以降低下したのに対して，日本は１９９０年から１９９５年までは，ほぼ横ばいで１９９５年から上昇した
ことがわかる。
１－４ 国内需要・輸出部門
中日の産出構成を見ると，２０００年における中国の国内需要比率は９０．７％で，日本の９４．０％よりおよ
そ３ポイント低い（図表６）。１９９０年の時点では中日間で大きな差はなかった。しかし，この１０年間
は日本の国内需要比率は一進一退でほぼ不変であるのに対して，中国の国内需要比率は低下し続け
２１３中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
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た。中国の国内需要をさらに中間需要と最終需要とに分けて見ると，中間需要は１９９０年の５４．７％から
２０００年の５８．５％へと３．８ポイント上昇し，最終需要は１９９０年の３９．７％から２０００年の３２．１％へ７．６ポイン
トも大きく低下した。このことから，中国の国内需要比率の低下要因は国内最終需要比率の低下によ
るものであることが判明した。
国際表では，ある国の相手国（内生地域）の輸出額と世界（外生地域）の輸出額とを合計すると同国
の対海外輸出額（ほぼ一国表における輸出に相当する）となる。２０００年における中国の国内生産額に
占める対海外輸出の比率は９．２％で，日本の５．９％より３．３ポイント高い。中日の対海外輸出比率の格
差は，１９９０年（中国６．１５％，日本５．１４％）には僅差であったが，１９９５年には４ポイント以上拡大し
て，中国経済の比較的海外需要依存の特徴が鮮明になった。
対海外輸出のうちわけを見ると，２０００年における中国の対世界輸出の比率は７．６％，対日本輸出の
比率は１．６％であるのに対して，日本の対世界輸出の比率は５．５％，対中国輸出の比率は０．３％となっ
ている。１９９０年から２０００年までの間に，中国の対世界輸出の比率は上昇しているが，対日本輸出の比
率は逆に低下している。これに対して，同期間における日本の対世界輸出の比率は１９９０年の５．０％か
ら２０００年の５．５％と上昇すると同時に，対中国輸出も０．１％から０．３％へと上昇しており，このことか
ら日本経済の対中国依存は強まる傾向にあると言える。
２ 中日間の分業構造
２カ国間国際表では，中間投入における相手国品（財・サービス）の投入率は両国間の垂直分業関
係を表し，最終需要部門における相手国品の使用率は，両国間の水平分業関係を表す。以下では，接
続中日表を用いて，まず投入構造を，次に最終需要の順に中日両国間の分業構造を見て行こう。
２－１ 垂 直 分 業
中日両国それぞれの対相手国品の投入率を見ると，中国の日本国品投入率は０．７％，日本の中国品
投入率は０．２％となっている（図表４）。１９９０年から２０００年までの間に，日本の中国品投入率は０．２％
前後に推移しているが，中国の日本国品投入率は０．４％から０．７％へと上昇していることから，中国の
対日本の垂直的依存が強まっていると言える。
図表６ 国内生産における需要部門の比率
単位：％
中 国 日 本 輸 出
（外生地域）
国 内
生産計中間需要 最終需要 小 計 中間需要 最終需要 小 計
１９９０年
中国 ５４．６８ ３９．７２ ９４．４０ １．３５ ０．４１ １．７７ ４．３８ １００．００
日本 ０．０７ ０．０４ ０．１１ ４３．７４ ５１．１３ ９４．８８ ５．０３ １００．００
１９９５年
中国 ５４．５６ ３６．６０ ９１．１６ ０．８０ ０．８３ １．６３ ７．３７ １００．００
日本 ０．１７ ０．１０ ０．２７ ４３．５９ ５１．５９ ９５．１８ ４．６４ １００．００
２０００年
中国 ５８．５３ ３２．１４ ９０．６７ ０．６６ ０．９４ １．６０ ７．６３ １００．００
日本 ０．２３ ０．０９ ０．３３ ４２．３３ ５１．６８ ９４．００ ５．５４ １００．００
滕 鑑２１４
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中日の相手国品の投入率を業種別に見ると，２０００年に中日両国はともに機械類（電子機械，精密機
械，一般機械，電気機械），素材類（金属製品，化学品），アパレル類（繊維，衣服・皮革）が比較的
に高い（図表７）。一方，中国の輸送機械，ゴム製品の産業と，日本の石炭製品・石油製品，漁業な
どはそれぞれ相手国品の投入率が高い。
２０００年を１９９０年当時と比較すると，中国の国内生産における日本品投入率は電子機械が低下したが
一貫して首位にある。その他，精密機械の上昇と金属，衣服・皮革の低下が目立つ。これに対して，
日本の国内生産における中国品投入率は，石炭製品・石油製品が一貫して首位の座を占めるもの
の，１９９０年から２０００年までの間にその投入率は大きく低下した。これは中国国内におけるエネルギー
需給の逼迫が対日輸出に影響しているためであろう。１９９３年はすでに，中国の原油の輸入量（３６１５．７
図表７ 産業別国内生産の相手国品投入率（上位１０産業）
単位：％
中国の日本国品投入率 日本の中国品投入率
産 業 投入率 産 業 投入率
電子機械 ４．４１ 石炭製品・石油製品 ６．５３
運送機械 ３．４０ 繊維 １．０８
金属製品 １．７８ 衣服・皮革 ０．８３
精密機械 １．６７ 電力・ガス・水道 ０．７２
１９９０年 衣服・皮革 １．４１ 食料品・タバコ ０．４３
一般機械 １．３３ 化学品 ０．４２
化学品 １．２４ 金属精錬 ０．３０
ゴム製品 １．０７ 窯業・土石製品 ０．２３
電気機械 ０．９５ 漁業 ０．２３
製紙・印刷 ０．８２ 製材・家具 ０．１８
電子機械 ７．４７ 石炭製品・石油製品 ２．５７
その他の製造工業品 ２．６２ 繊維 ０．９１
金属製品 ２．５３ 衣服・皮革 ０．６３
一般機械 ２．４４ 金属精錬 ０．６１
１９９５年 運送機械 ２．３９ 電気機械 ０．５１
精密機械 ２．３３ 電子機械 ０．３８
繊維 １．５２ その他の製造工業品 ０．３８
衣服・皮革 １．４０ 精密機械 ０．３８
化学品 １．３０ 食料品・タバコ ０．３４
電気機械 ０．９７ 窯業・土石製品 ０．３４
電子機械 ３．３５ 石炭製品・石油製品 ２．００
精密機械 ３．２７ 繊維 １．１６
運送機械 ２．１３ 精密機械 ０．９３
一般機械 １．３５ 電気機械 ０．８５
２０００年 電気機械 １．３３ 衣服・皮革 ０．８３
金属製品 １．３２ 金属精錬 ０．７９
繊維 １．２７ 電子機械 ０．７６
化学品 １．１７ 一般機械 ０．５６
ゴム製品 １．１２ 漁業 ０．４９
衣服・皮革 １．０９ 化学品 ０．４５
２１５中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
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図表８ 中国の石油の輸出・輸入量
資料：中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成。
万トン）が輸出量（２５０６．５万トン）を上回るようになり，その年から原油の純輸入国に転じており，２０００
年になると中国の石油輸入量は９７４８．５万トン，輸出量は２１７２．１万トンで，差引いて７５７６．４万トンの入
超となった（図表８）。また，１９９０年から２０００年までの間で，日本の繊維は対中国品投入率で２位を
保持しており，中国の安価な繊維原材料への依存度がなおも強い。しかし，最も注目すべきは，対相
手国品投入率の高い上位１０産業に，精密機械，電気機械，電子機械，一般機械が１９９０年の時点では入
らなかったが，２０００年には上位１０産業にランクされたことである。この変化から日本の対中国の垂直
的依存は労働集約的分野から資本・技術集約的分野へと移行していることが分かる。
２－２ 水平分業
対相手国の最終需要部門輸出の比率を見ると，１９９０年から２０００年まで中国は０．４％から０．９％へ，日
本は０．０４％から０．０９％へとそれぞれ上昇して，中日間の水平分業は進んでいることがわかる（図表
６）。また，対相手国の最終需要部門輸出の比率を中国と日本について比較すると，中国の方が高く
て，最終需要財の貿易を通じた中日の相互依存関係に関して中国はより対日依存的だと言えよう。さ
らに，１９９０年と２０００年を比較すると，中日間における対相手国の最終需要輸出の比率の格差は，１９９０
年の０．３６ポイントから２０００年の０．８９ポイントへ拡大して，最終需要財における中国の対日依存はます
ます強まっていることが分かる。
中日間で対相手国の最終需要輸出の比率が比較的高い産業は，２０００年の場合，両国での上位１０産業
での順位こそ異なるが，ともに精密機械，電気機械，電子機械，衣服・皮革，その他の製造工業品，
繊維である（図表９）。つまり，これらの産業は相手国の最終需要へ比較的多く輸出すると同時に，
相手国からも比較的多く輸入（使用）するいわゆる産業内貿易の度合いが高い。他方，中国の商業，
食料品・タバコ，運輸，製材・家具などの産業と，日本の一般機械，運送機械，金属製品，化学品な
どの産業では対相手の最終需要輸出の比率が高く，中日両国ではこれらの異種産業による産業間貿易
滕 鑑２１６
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の度合いが高いと言える。１９９０年には，中国の衣服・皮革，ゴム製品，食料品・タバコ，漁業，製
材・家具，運輸において，また日本の精密機械，一般機械，繊維，輸送機械，金属製品，化学品にお
いて，それぞれ対相手国の最終需要輸出の比率が相対的に高く，中日間で産業間貿易が盛んであった
が，２０００年になると中日間の水平分業は産業間貿易から産業内貿易へと変貌する傾向が見られる。
３ 中日間の波及・誘発効果と相互依存
３－１ 生産波及力
ここでは，接続中日表の逆行列係数を用いて，中日間・部門間の究極的な生産波及効果を見ること
とする。逆行列係数とは，ある産業が１単位の財・サービスを生産した場合に，その生産が各産業に
図表９ 産業別対相手国の最終需要の輸出比率（上位１０産業）
単位：％
中国の対日本輸出 日本の対中国輸出
産 業 輸出比率 産 業 輸出比率
衣服・皮革 ７．６６ 精密機械 ０．６２
商業 １．４４ 一般機械 ０．４１
その他の製造工業品 １．４１ 繊維 ０．２１
ゴム製品 ０．８９ 電子機械 ０．１５
１９９０年 食料品・タバコ ０．７３ 運送機械 ０．１５
漁業 ０．６３ 電気機械 ０．１２
電子機械 ０．４８ その他の製造工業品 ０．０４
製材・家具 ０．４６ 商業 ０．０２
電気機械 ０．４０ 金属製品 ０．０２
運輸 ０．３２ 化学品 ０．０２
衣服・皮革 ８．０７ 一般機械 １．４４
精密機械 ７．７０ 衣服・皮革 ０．６９
その他の製造工業品 ４．５４ 精密機械 ０．５５
商業 ３．０１ 電気機械 ０．４７
１９９５年 繊維 ２．００ 電子機械 ０．４４
電気機械 １．９１ 繊維 ０．４１
電子機械 １．８５ その他の製造工業品 ０．１３
食料品・タバコ ０．９９ 商業 ０．０９
製材・家具 ０．９９ 金属製品 ０．０６
運輸 ０．６７ 運送機械 ０．０６
精密機械 １１．６８ 一般機械 １．３５
衣服・皮革 ７．３４ 繊維 ０．９４
その他の製造工業品 ５．２１ 電気機械 ０．５６
商業 ３．３２ 精密機械 ０．５２
２０００年 繊維 ２．０８ 電子機械 ０．３１
電気機械 １．９８ 衣服・皮革 ０．２５
電子機械 １．７８ その他の製造工業品 ０．１２
食料品・タバコ １．１８ 運送機械 ０．１２
運輸 ０．９３ 金属製品 ０．１１
製材・家具 ０．９０ 化学品 ０．０６
２１７中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
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図表１０ 産業全体の生産波及力
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図表１１ 相手国の単位最終需要（１億ドル）の発生による自国への生産波及
対して直接・間接にどれくらいの生産波及効果を及ぼすかを示すものである。
（１）産業全体の波及力
まず，中日各国の産業全体の生産波及力をみよう。１９９０年から２０００年まで中国は２．４前後で，日本
の１．９前後に対し中国の方が産業全体の生産波及力が大きい（図表１０）。次いで，相手国の最終需要の
自国への生産波及力を，１単位の最終需要による生産誘発額（１億ドル×逆行列係数，以下同じ）で
測ってみると，同期間に日本の最終需要による中国への生産波及は１００万ドル台にとどまるのに対し
て，中国の最終需要による日本への生産波及は約３００－４００万ドルに達して，中国の最終需要による日
本への生産波及が大きい（図表１１）。
（２）産業別生産波及力
中日両国の各産業の生産活動を通じた国際依存関係を明らかにするために，両国の各産業を単位
に，どの国のどの産業が相手国の国内生産額を大きく波及させるのかを見ることとする。
まず，２０００年での中国および日本の産業について，相手国への生産波及力の大きい上位１０産業を取
滕 鑑２１８
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図表１２ 自国産業の最終需要１億ドルの発生による相手国への生産波及（上位１０産業）
単位：万ドル
１９９０年 １９９５年 ２０００年
産業 金額 産業 金額 産業 金額
電子機械 １４６７ 電子機械 ２３３１ 電子機械 １０９８
運送機械 １２３６ その他の製造工業品 １１６３ 精密機械 ９８０
精密機械 ７０４ 一般機械 ９１４ 運送機械 ８３５
金属製品 ６５４ 金属製品 ８９８ 電気機械 ５４２
中 国 一般機械 ５２７ 運送機械 ８６８ 一般機械 ５２４
電気機械 ４５６ 精密機械 ６９３ 金属製品 ４９６
化学品 ４３５ 繊維 ６１２ 繊維 ４７５
衣服・皮革 ４１０ 化学品 ４９２ 化学品 ４５９
その他の製造工業品 ３８７ 衣服・皮革 ４７８ ゴム製品 ４４９
ゴム製品 ３８２ 電気機械 ３９１ 衣服・皮革 ３６５
石炭製品・石油製品 ９４７ 石炭製品・石油製品 ３８４ 金属精錬 ３９１
繊維 ３５７ 金属精錬 ３３０ 石炭製品・石油製品 ３８９
衣服・皮革 ２９６ 繊維 ３１０ 繊維 ３８５
金属精錬 ２７５ 衣服・皮革 ２２４ 電気機械 ３５６
日 本 電力・ガス・水道 １８４ 電気機械 ２１３ 精密機械 ３２５
化学品 １７３ 電子機械 １７６ 電子機械 ３１３
窯業・土石製品 １２８ その他の製造工業品 １５６ 衣服・皮革 ３０５
食料品・タバコ １２５ 一般機械 １４４ 一般機械 ２７９
漁業 １２１ 化学品 １３４ 化学品 １９３
電気機械 １１０ 窯業・土石製品 １３３ その他の製造工業品 １９１
り上げてみよう。中国は機械類（電子，精密，運送，電気，一般機械），金属製品，化学品，ゴム製
品，衣服・皮革であり，日本は金属精錬，石炭製品・石油製品，繊維，輸送機械を除いた機械類（電
気，精密，電子，一般機械），衣服・皮革，化学品，その他製造工業品である。これらはそれぞれ相
手国へ生産波及力が比較的大きい（図表１２）。中でも機械類，繊維，化学品，衣服・皮革などが，中
日両国ともに相手国への波及力が大きい。また，日本の金属精錬，石炭製品・石油製品が中国への誘
発力は最も大きいことと，中国の機械類が上位を独占することは，中日両国のそれぞれの特徴であ
る。さらに相手国への誘発効果の数値で見ると，中国による日本への生産誘発の方が大きい。これ
は，中国の産業が日本から原材料や部品を比較的多く輸入したり，日本からの輸入品の加工度が比較
的高いものになったりしているためであろう。
次に，１９９０年から２０００年までの間で，相手国に対する波及力の大きい上位１０産業にはどのような順
位交替が起こったかを見よう。中国の日本への生産波及力が大きい上位１０産業は，この１０年間で，機
械類，金属製品，化学品，衣服・皮革などが占める状況はおおむね変化がない。これに対して，日本
の中国への生産波及力の大きい上位１０産業は大きく入れ替わった。例えば金属精錬は１９９０年に４
位，１９９５年に２位，２０００年に１位へと確実に順位を上げた。また，機械類の登場がある。１９９０年に電
気機械は辛うじて１０位にランクされたが，１９９５年には５位に上がると同時に，電子機械は６位，一般
機械は８位にそれぞれランクされ，２０００年になると，電気機械は４位に順位を上げ，精密機械は５位
２１９中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
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にランクされた。これは，日本の機械類産業は，中国から加工度の高い部品を多く輸入するように
なったためと考えられる。財務省によると，１９９０年から２０００年までの間に日本の対中国輸入品は，例
えば集積回路は４千万円から３８６．５億円（９６６倍）へ，印刷回路は３千万円から１９４．７億円（６４５．７
倍），エアコンディショナーは６千万円から１０１．２億円（５０５倍）へ，計算機部品は７．４億円から１５３８．７
億円（２０８倍）へ，絶縁ケーブルは２８．７億円から９０４．９億円（３１倍）へ，テレビ・ラジオ等部品は２８．３
億円から５８４．６億円（２０倍）へと，それぞれ大幅に拡大した２。他方では，１９９０年の上位１０産業のう
ち，金属精錬，電気機械を除いた他の産業は，２０００年になると，順位を下げたり（石炭製品・石油製
品，繊維，衣服・皮革，化学品），姿を消したり（電力・ガス・水道，窯業・土石製品，食料品・タ
バコ，漁業）した。これらの産業の対中依存度の相対的低下は，日本の対中国輸入が一次産品，労働
集約的製品の一辺倒から転換したためであろう。また，２節でみたような，中日間の垂直分業は労働
集約的分野から資本・技術集約的分野へと移行していることにより対中依存度の低下理由を説明でき
よう。
３－２ 生産誘発効果
（１）生産誘発係数
ある最終需要部門で１単位の最終需要が発生した場合，どの産業の国内生産額がどれくらい増える
かを示すものが生産誘発係数である。生産誘発係数は最終需要項目別生産誘発額を項目別最終需要額
合計で除することにより，その産業の生産に必要な財・サービスの取引を通じて誘発された究極的な
生産波及は，当初需要の何倍かを計測することができる。通常生産波及力の大きい産業が多いほど，
また国内で原材料から完成品まで一貫して生産するほど，生産誘発係数の値は大きくなる。
接続中日表を用いて，まず自国に１単位の最終需要が発生した場合に，自国の国内生産がどれだけ
誘発されたかを計算した（図表１３）。これによると，２０００年に中国需要による中国国内生産誘発額は
当初需要の約２．２倍であり，日本の１．６よりも水準が高い。なお，両国の生産誘発力を１９９０年と２０００年
について比較してみると，中国が上昇したのに対して，日本は低下した。
自国の当初１単位の最終需要は，自国だけではなく，相手国の生産も誘発される。２０００年に日本の
１億ドルの最終需要は中国の生産を２２９万ドル（１億ドル×誘発係数，以下同じ）誘発したのに対し
て，中国の１億ドルの最終需要は日本の生産を４３５万ドル誘発して，中国の日本への生産誘発効果の
方が大きい。しかし，日本の中国への生産誘発額は１９９０年の８９万ドルより１５６．８％も大幅に上昇し，
その上昇率は，中国の日本への生産誘発額の上昇率（対１９９０年の３３０万ドルの３１．８％増）を大きく上
回り，中日間の対相手国の生産誘発力に見られる格差は縮小傾向にある。
（２）生産誘発依存度
生産誘発依存度は生産誘発額の最終需要部門別構成比である。生産誘発依存度を用いて，中日の国
内生産がどのような最終需要によって誘発されたかを見ると，２０００年に，中国は自国最終需要が
７６．９％，輸出（外生地域）が１９．６％であるのに対して，日本は自国最終需要が８７．２％，輸出が１２．０％
２ 財務省貿易統計（検索ページ：http : //www.customs.go.jp/toukei/srch/index）
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誘
発
依
存
度
項
目
年
次
国
別
中
国
日
本
輸
出
（
外
生
地
域
）
合
計
家
計
消
費
政
府
消
費
固
定
資
本
形
成
在
庫
純
増
小
計
家
計
消
費
政
府
消
費
固
定
資
本
形
成
在
庫
純
増
小
計
１９
９０
中
国
４９
８９
８２
６０
１３
８５
７４
１２
２８
６８
９７
８３
１０
７９
００
９６
１０
３２
３５
５５
１
２５
３２
６５
０
１９
７８
２２
８５
５３
０５
８６
４２
１
３６
７２
１９
８
１５
８０
６７
４８
１２
１６
７７
６７
５
?
?
?
?
?
?
?
?
日
本
４４
００
７６
８４
２４
０
９０
６０
１０
２１
６０
９４
１６
４６
４２
０
３６
１０
６９
６０
５
８０
５１
９２
７１
２４
５５
２６
３２
１
４７
８２
９１
９
６９
１８
９８
１１
６
８８
２６
２８
８９
７８
１５
７２
５３
２
１９
９５
中
国
７１
３６
２４
１５
２０
１５
３６
０７
５３
４８
３５
０３
８０
８４
７１
２
１５
３０
８４
２３
７
４７
０７
０７
１
２３
９１
９０
１６
００
７０
３
３２
２８
４
６５
７９
２４
８
３２
９６
７６
５１
１９
１９
２２
１３
１
日
本
１３
５５
６６
３
１５
０９
８７
２０
９１
３３
９
３２
７２
４９
３９
２５
２３
８
３９
３５
５１
５６
６
９９
１６
５２
２９
２４
１４
３９
７４
４
３４
４０
６９
１
７３
７５
９７
２３
０
８３
１１
７７
１７
８２
３４
２２
１１
５
２０
００
中
国
１１
６２
３６
０３
０
３０
６９
４９
５４
９２
４７
６８
２１
－
３１
５５
６６
２３
９０
９２
２３
９
７７
３５
２６
９
３２
６８
９０
２９
５２
３３
８
－
２６
２３
１
１０
９８
８２
６６
６０
８３
３８
２２
３１
１１
１４
２１
２
日
本
１６
１８
２２
９
２０
７８
０７
２８
４０
４５
５
－
８６
７２
４６
５７
８１
９
４３
３８
２６
１５
０
１１
９５
３３
７３
３
２２
２０
３０
９５
５
８６
０２
０
７７
５４
７６
８５
８
１０
７１
１４
７０
９
８８
９７
５２
６７
８
１９
９０
中
国
２
．０
７０
１
１
．６
８８
２
２
．２
５１
９
２
．２
５０
５
２
．０
７１
０
０
．０
１１
１
０
．０
０３
７
０
．０
０６
７
０
．０
３８
６
０
．０
０８
９
０
．３
５３
９
０
．２
６１
１
?
?
?
?
日
本
０
．０
１８
３
０
．０
１０
３
０
．０
７１
１
０
．０
４５
１
０
．０
３３
０
１
．５
８２
１
１
．５
０８
１
１
．９
２９
８
２
．１
３７
０
１
．６
８３
１
１
．９
７６
１
１
．６
７６
８
１９
９５
中
国
２
．１
１６
８
１
．７
６０
１
２
．０
３７
１
２
．０
２１
０
２
．０
２９
８
０
．０
１９
０
０
．０
０３
７
０
．０
１２
８
０
．０
１８
５
０
．０
１５
０
０
．６
３０
３
０
．３
７５
９
日
本
０
．０
４０
２
０
．０
１３
２
０
．０
７９
７
０
．０
８１
８
０
．０
５２
０
１
．５
９１
０
１
．５
４３
７
１
．９
２８
４
１
．９
７２
６
１
．６
８１
９
１
．５
８９
０
１
．６
１２
８
２０
００
中
国
２
．１
６８
６
２
．１
７０
９
２
．３
４ ６
６
２
．１
０６
８
２
．２
３４
６
０
．０
２７
８
０
．０
０４
１
０
．０
２４
５
－
０
．１
０２
２
０
．０
２２
９
０
．８
３２
６
０
．５
２４
１
日
本
０
．０
３０
２
０
．０
１４
７
０
．０
７２
１
０
．０
５７
９
０
．０
４３
５
１
．５
５７
６
１
．５
０３
１
１
．８
４０
５
０
．３
３５
１
１
．６
１９
１
１
．４
６６
０
１
．４
９９
０
１９
９０
中
国
４１
．０
０８
６
１１
．３
８８
６
２３
．５
７８
５
８
．８
６７
８
８４
．８
４３
５
２
．０
８１
４
０
．１
６２
６
０
．７
０２
９
０
．０
７１
０
３
．０
１８
０
１２
．９
９０
７
１０
０
．０
００
０
?
?
?
?
?
?
?
?
日
本
０
．０
５６
３
０
．０
１０
８
０
．１
１５
９
０
．０
２７
６
０
．２
１０
７
４６
．１
９７
８
１０
．３
０２
２
３１
．４
１４
４
０
．６
１２
０
８８
．５
２６
４
１１
．２
９３
０
１０
０
．０
００
０
１９
９５
中
国
３７
．１
８３
０
１０
．５
００
９
２７
．８
６７
３
４
．２
１２
５
７９
．７
６３
７
２
．４
５２
６
０
．１
２４
６
０
．８
３４
０
０
．０
１６
８
３
．４
２８
１
１７
．１
７７
６
１０
０
．０
００
０
日
本
０
．１
６４
６
０
．０
１８
３
０
．２
５４
０
０
．０
３９
７
０
．４
７６
７
４７
．７
９４
６
１２
．０
４３
１
２９
．３
２１
５
０
．４
１７
９
８９
．５
７７
０
１０
．０
９４
２
１０
０
．０
００
０
２０
００
中
国
３７
．３
６１
２
９
．８
６６
１
２９
．７
２４
４
－
０
．１
０１
４
７６
．８
５０
３
２
．４
８６
３
０
．１
０５
１
０
．９
４９
０
－
０
．０
０８
４
３
．５
３１
９
１９
．５
５３
５
１０
０
．０
００
０
日
本
０
．１
８１
９
０
．０
２３
４
０
．３
１９
２
－
０
．０
０１
０
０
．５
２３
５
４８
．７
５８
１
１３
．４
３４
５
２４
．９
５４
２
０
．０
０９
７
８７
．１
５６
５
１２
．０
３８
７
１０
０
．０
００
０
２２１中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
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図
表
１４
最
終
需
要
項
目
別
付
加
価
値
誘
発
額
・
付
加
価
値
誘
発
係
数
・
付
加
価
値
誘
発
依
存
度
項
目
年
次
国
別
中
国
日
本
輸
出
（
外
生
地
域
）
合
計
家
計
消
費
政
府
消
費
固
定
資
本
形
成
在
庫
純
増
小
計
家
計
消
費
政
府
消
費
固
定
資
本
形
成
在
庫
純
増
小
計
１９
９０
中
国
２２
７３
１４
５０
７９
８４
５２
８
１０
９６
１９
９８
４３
３２
７０
１
４６
０１
０６
７７
１２
８６
９３
０
１０
７７
７８
４３
９３
３７
４５
１７
２
１８
７９
２１
７
４９
０５
４８
５
５２
１４
４６
９６
?
?
?
?
?
?
?
?
日
本
１６
９９
７０
３３
３３
９
３５
２１
２８
８３
８７
８
６３
９３
１５
２０
７２
７８
４１
２
５０
９９
２３
０４
１１
７１
８６
３７
３
１９
７３
００
７
３７
７４
３０
０９
６
３５
９９
２５
９８
４１
３９
５７
５９
０
１９
９５
中
国
２８
２８
９０
９２
１０
４０
６４
１９
１９
３１
１８
１１
３１
９０
６３
６
６１
１９
７９
５８
１７
６７
４８
６
９８
１１
５
５７
１３
７０
１２
９４
０
２４
４９
９１
１
１１
９１
４７
２５
７５
２７
２８
９３
日
本
５６
１６
０９
６２
２７
７
８６
３３
３５
１３
４３
２２
１６
２１
５４
３
２２
２６
９９
８７
１
６２
０１
７９
５０
１１
３５
２７
３３
７
１５
４２
２１
５
３９
９７
８７
３７
３
３４
５３
４９
４５
４３
５２
８６
４６
８
２０
００
中
国
４６
２８
７９
４７
１２
８０
２８
０４
２８
６５
２８
００
－
１２
３７
９７
８７
６１
９７
５４
２８
０３
３１
３
１２
４０
３３
９４
０６
８０
－
９３
０４
３８
５８
７２
２
１９
８２
８２
８９
１１
１５
５１
５９
９
日
本
６７
８４
２１
８６
０１
５
１１
７４
８２
０
－
３６
１６
１９
３５
６４
０
２４
９６
９０
９２
３
７７
２５
４４
０１
１０
７１
３４
５１
９
３２
２８
５８
４３
４４
０２
７０
１
４４
７１
３２
０８
４８
２０
２８
２９
１
１９
９０
中
国
０
．９
４３
１
０
．９
７２
７
０
．８
６０
４
０
．９
０３
７
０
．９
２３
０
０
．０
０５
６
０
．０
０２
０
０
．０
０３
５
０
．０
２０
２
０
．０
０４
６
０
．１
０９
８
０
．１
１１
９
?
?
?
?
日
本
０
．０
０７
１
０
．０
０４
１
０
．０
２７
６
０
．０
１７
５
０
．０
１２
８
０
．９
０８
２
０
．９
５５
０
０
．９
２１
０
０
．８
８１
５
０
．９
１８
１
０
．８
０５
８
０
．８
８８
１
１９
９５
中
国
０
．８
３９
１
０
．９
０８
８
０
．７
３５
６
０
．７
９７
６
０
．８
１１
５
０
．０
０７
１
０
．０
０１
５
０
．０
０４
６
０
．０
０７
４
０
．０
０５
６
０
．２
２７
８
０
．１
４７
４
日
本
０
．０
１６
７
０
．０
０５
４
０
．０
３２
９
０
．０
３３
６
０
．０
２１
５
０
．９
００
３
０
．９
６５
４
０
．９
０６
７
０
．８
８４
２
０
．９
１１
６
０
．６
６０
２
０
．８
５２
６
２０
００
中
国
０
．８
６３
６
０
．９
０５
５
０
．７
２７
１
０
．８
２６
５
０
．８
１８
９
０
．０
１０
１
０
．０
０１
６
０
．０
０７
８
－
０
． ０
３６
２
０
．０
０８
１
０
．２
７１
４
０
．１
８７
９
日
本
０
．０
１２
７
０
．０
０６
１
０
．０
２９
８
０
．０
２４
１
０
．０
１８
１
０
．８
９６
５
０
．９
７１
４
０
．８
８８
１
１
．２
５７
６
０
．９
０７
０
０
．６
１２
０
０
．８
１２
１
１９
９０
中
国
４３
．５
９
１５
．３
１
２１
．０
２
８
．３
１
８８
．２
４
２
．４
７
０
．２
１
０
．８
４
０
．０
９
３
．６
０
９
．４
１
１０
０
．０
０
?
?
?
?
?
?
?
?
日
本
０
．０
４
０
．０
１
０
．０
９
０
．０
２
０
．１
５
５０
．０
７
１２
．３
２
２８
．３
１
０
．４
８
９１
．１
８
８
．６
９
１０
０
．０
０
１９
９５
中
国
３７
．５
８
１３
．８
２
２５
．６
６
４
．２
４
８１
．３
０
２
．３
５
０
．１
３
０
．７
６
０
．０
２
３
．２
５
１５
．８
３
１０
０
．０
０
日
本
０
．１
３
０
．０
１
０
．２
０
０
．０
３
０
．３
７
５１
．１
６
１４
．２
５
２６
．０
８
０
．３
５
９１
．８
４
７
．９
３
１０
０
．０
０
２０
０ ０
中
国
４１
．４
９
１１
．４
８
２５
．６
９
－
０
．１
１
７８
．５
５
２
．５
１
０
．１
１
０
．８
４
－
０
．０
１
３
．４
６
１７
．７
７
１０
０
．０
０
日
本
０
．１
４
０
．０
２
０
．２
４
０
．０
０
０
．４
０
５１
．８
０
１６
．０
３
２２
．２
３
０
．０
７
９０
．１
２
９
．２
８
１０
０
．０
０
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であり，中国経済の外需依存型と日本経済の内需依存型が特徴的である。また，中国の自国最終需要
依存度は日本より１０ポイント余り低いが，そのうち投資は２９．６％と逆に日本の２５．０％よりも高く，消
費依存度は４７．２％と日本の６２．２％より１５ポイント低い。つまり，自国最終需要の面からみた生産構造
は，中国が投資依存型であるのに対して，日本は消費依存型と言える。しかし，１９９０年に中日の輸出
依存度（中国１３．０％，日本１１．３％）に大きな差がなかったが，１９９５年と２０００年に中国の輸出依存度が
急速に上昇したため，中日間の格差は拡大した。
次に，対相手国最終需要依存度で中日の相互依存を見よう。２０００年の中国の対日本最終需要は
３．５％，日本の対中国最終需要依存度が０．５％で中国の方がより日本最終需要依存的である。最終需要
項目別では，中国の対日本最終需要依存度のうち家計消費は２．５％で，日本の対中国の最終需要依存
度のうち固定資産形成は０．３％とそれぞれ最も高い。１９９０年から２０００年までの中日の対相手国最終需
要依存度は両国ともに上昇しており，両国間の相互依存は強まったと言える。
３－３ 付加価値誘発効果
（１）付加価値誘発係数
国内生産誘発効果を計算する方法と同じように，自国に１単位の最終需要が発生する場合に，自国
と相手国の付加価値がどれだけ誘発されるかを計算することができる。最終需要項目別付加価値誘発
額を項目別最終需要額（当初需要）合計で除することにより付加価値誘発係数を求められる。２０００年
に中国の最終需要による自国付加価値の誘発額は当初需要の約０．８倍と日本の０．９倍より小さい（図表
１４）。また，１９９０年から２０００年までの間で，中国および日本の付加価値誘発力はともに低下傾向を辿
る。
次に，自国に１億ドルの最終需要を与えた場合に，相手国に誘発された付加価値額を見よう。２０００
年に中国の最終需要による日本への付加価値誘発効果は１８１万ドルで，他方，日本の最終需要による
中国への付加価値誘発効果は８１万ドルと，中国の対相手国の付加価値誘発効果の方が大きい。１９９０年
と２０００年を比較すると，中国および日本のそれぞれの対相手国の付加価値誘発効果はそれぞれともに
上昇したが，日本のほうが顕著である。
（２）付加価値誘発依存度
各産業の付加価値額が，どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたものかを構成比で示すのは
付加価値誘発依存度である。前述した国内生産誘発依存に見られる中日の諸特徴，例えば，中国が外
需依存型で，日本が内需依存型であること，中国の方がより日本最終需要依存的であること，中国の
対日本家計消費および日本の対中国固定資産形成の依存度は相対的に高いことなどが，いずれも付加
価値誘発依存度でも支持される。
おわりに
これまでに，接続中日表を用いて，中日間の経済構造，波及・誘発効果および依存関係の特徴と近
年における変化を見てきた。これまでの分析結果を整理すると次の通りである。
２２３中国と日本の経済構造および相互依存関係の変化
－９７－
（１）日本は依然として，中国より国内生産額で３倍近く，GDPに相当する付加価値額で４倍以
上（いずれも２０００年現在）の大きい経済規模であるが，近年（１９９０年～２０００年）に中日間の経済規模
の格差は縮小した。産業別成長率をみても，構成比をみても中国の第二次産業と日本の第三次産業
は，各国経済のそれぞれのリーディング産業である。
（２）中国の産業全体の中間投入率は日本より高いが，とくに１９９０年代前半に輸入品投入，後半に
国産品投入の上昇は日中間の格差を拡大させた。他方，国内生産における需要部門の比率を見た場
合，中国経済は比較的外需依存が，日本経済は比較的内需依存が特徴である。対相手国の輸出比率で
見た場合，中国経済はより対日依存的であると言えるが，近年は日本の対中依存も強まる傾向にあ
る。
（３）中日間の分業関係には，機械類，素材類，アパレル類の相互投入を通した垂直分業が見られ
る。近年における中日間の垂直分業は，労働集約的分野から資本・技術集約的分野へと移行してい
る。他方，中日間の水平分業は，精密機械，電気機械，電子機械，衣服・皮革，その他の製造工業
品，繊維等を中心として行われているが，近年は産業間貿易から産業内貿易への変貌する傾向が見ら
れる。
（４）最終需要による産業の生産波及力は，対自国・相手国を問わず中国の方が大きい。対相手国
の波及力は，中日とも機械類，繊維，化学品，衣服・皮革などの産業が比較的に大きいことから，中
日間経済はこれらの産業を中心とした依存関係にあると言える。また近年，日本の対中依存は，一次
産品，労働集約的製品の一辺倒から転換する傾向が見られる。
（５）最終需要１単位当たりの誘発効果は国内生産と付加価値で対照的である。つまり，最終需要
による自国への誘発効果および相手国への誘発効果は，国内生産誘発額でいずれも中国のほうが大き
いのに対して，付加価値誘発額ではいずれも日本のほうが大きい。
本稿では，中日の経済構造の比較や相互依存関係の分析を通じて多くの示唆に富む数量的結果を得
ると同時に，接続中日表が実証分析に耐えられることを確認することもできた。今後，接続中日表の
改善を続けるとともに，産業連関分析で得た数量的結果の背後にある理論的・実証的課題を掘り下げ
ていきたいと考えている。
滕 鑑２２４
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